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マハティール首相，最後の挑戦

中 村 正 志

概 況

年 月 日，統一マレー人国民組織（UMNO）の年次総会でマハティール首

相が辞意を表明した。首相は 年 月に退任し，アブドゥラ副首相が首相に昇

格することが決まった。辞意表明の際には取り乱した姿を見せたマハティール首

相だったが，職務復帰後は再び精力的に仕事に取り組んでいる。首相は，民族間

交流の促進，ならびにマレーシア社会およびマレー人社会の競争力，効率性の向

上という二つの課題の達成に強い意欲を見せている。

経済は，製造業が前年の IT 不況から回復基調に入り，通年で ％の成

長が見込まれている。雇用情勢にも回復の兆しが見えてきた。しかし，製造業分

野への海外直接投資は前年に引き続き低調である。政府は経済の外資依存体質を

改善する必要性を強調し始め， 年予算には国内民間企業向けの投資促進策が

盛り込まれた。

マハティール首相の辞意表明

月 日， UMNO年次総会の閉会演説でマハティール首相が辞意を表明した。

演説が終盤に近づいた頃，首相は植民地期以来の歴史を振り返り，自分たちは特

定のイデオロギーに縛られることなく，独自の方法で国家を運営してきたと総括

した。その直後，首相は言葉を詰まらせながら， この場を借りて発表したい。

UMNO総裁とすべての党の役職，ならびに国民戦線議長と国民戦線における役

職を辞任する と述べた。

首相の突然の辞意表明に議場は騒然となった。党最高評議会のメンバーが首相

のもとに駆け寄って翻意を求めた。感情的になった首相が， だめだ，もう決め

たことだ と涙ながらに語る姿がスクリーンに映し出され，議場はますます混乱

概 況

国 内 政 治
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した。議長が会議の休

止を宣言し，首相は党

幹部とともに退席した。

前兆がなかったわけ

ではない。 月 日，

公務員研修所（INTAN）

主催の集会で首相は，

自分が生きている限り

首相を続けるとは考え

ないで欲しいと述べ，

リラックスして，し

たいことをする機会を

与えて欲しい ともら

した。また党大会の開

会演説では，自分はマ

レー人を優れた民族に

するという責務に失敗

したと述べて謝罪し，

マレー人の文化に変革

をもたらす指導者の登

場を祈ると語った。だ

年のマレーシア

が，これらの言葉から閉会演説での辞意表明を予想した者はほとんどいなかった。

首相が退席してから 分あまりの後，会議が再開された。説明にあたったアブ

ドゥラ副首相は，党最高評議会が首相の辞任を拒否し，首相も続投に同意したと

述べた。だが，これは事実ではなかった。

翌 日，党幹部は改めて首相と会合をもった。この会合で， 年 月

日に開催されるイスラーム諸国会議（OIC）首脳会議の後に，マハティール首相

が党と政府の役職を辞任すること，ならびに， アブドゥラ副首相が後継者とな

ること，の二つが決定された。この決定は 日に発表され，同日中に UMNOと

国民戦線の同意を得た。首相は 日の会合の後，休暇をとってヨーロッパに向か

った。

マハティール首相は，なぜこの時期に，このような唐突なかたちで辞意を表明
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したのか。首相は過去に何度か， 年に退任するつもりだったと語っている。

それを妨げたのは， 年 月に始まった通貨危機と，翌年のアンワール副首相

解任を契機とする UMNOの弱体化であった。 月 日に帰国した首相は，党へ

の支持が回復したことにより，退任の環境が整ったことを説明した。確かに，時

間の経過とともにアンワール支持勢力の活動は沈静化した。また，マレー人の与

党離れを背景に台頭した全マレーシア・イスラーム党（PAS）も，イスラーム過激

派組織の発覚や対米同時多発テロによってダメージを受け， UMNOへの支持が

回復しつつあると見られている。また首相は，辞意表明が唐突な格好になったこ

とについて，周囲に辞任を反対されたことを理由としてあげた。党大会での公表

の前に，首相はアブドゥラ副首相やカリル党幹事長ら数人に対して辞意を伝えて

いた。だが彼らは退任に反対し，可能ならば生きている限り首相を続けることを

望んだという。そのため，公に辞任表明をしない限り続投要求を断れないと考え

た，と首相は説明している。

この日の記者会見でマハティール首相は，退任後に政府や党の役職に就く意思

はないと述べるとともに（ 月 日には次回総選挙不出馬を表明），党幹部に慰留さ



れて 年 月まで続投することになったものの，自身は カ月後の退任を望ん

でいたことを明らかにした。首相はまた， 年におよんだ在任期間は十分に長い

という認識を示すとともに， 歳になった自らの老化を認めた。党大会で感情的

になった理由を問われ， それは私が老いた証拠だ と答えている。 年 月

にダイム前財務相が辞任した後，首相は自ら財務相を兼任し，多忙を極めていた。

退任の環境が整うなか，肉体的な衰えを自覚したことが首相に辞意表明を決断さ

せたのかもしれない。

長期政権の指導者が，退任の時期を見誤って政治的混乱を招くケースは多い。

それを回避したマハティール首相は，賢明な決断をしたといえよう。ただし，今

回の辞意表明があまりにも唐突で，準備不足という印象を与えたことは否めない。

党大会の混乱を招いただけでなく，誰を次期ナンバー・ツーにするかについて，

首相と副首相の足並みの不一致が露呈したからだ。首相は休暇明け直後に，政権

委譲後の副首相にはナジブ国防相（党次席副総裁）が適任だとの考えを表明した。

しかしアブドゥラ副首相は判断を保留している。

月 日， UMNO最高評議会は， 年 月に予定されていた党役員選挙を

次回総選挙後まで延期することを決定した。また年明けの 月にマハティール首

相は，在任中の解散総選挙はないと言明している。よってこのスケジュールに変

更がなければ，アブドゥラ副首相が党総裁代行に就任するか，あるいは副総裁の

まま新首相となり，新副首相はアブドゥラが自らの判断で任命することになる。

ただし，現行の党規約では役員選挙の延期は最長で カ月までであり，国会下

院の任期も 年末で切れる。すなわち，新政権は 年末までに総選挙と党役

員選挙を実施しなければならない。政権委譲からそれまでの間に，新たな首相，

副首相は党内の支持を固めておく必要がある。

そのためには，党役員選挙に先立って行われる総選挙で UMNOの議席数を伸

ばすことが必要である。議席を失えば，立候補者を選定し選挙戦を指導する党中

央幹部の責任問題に発展しかねないからだ。

年から 年にかけて，次回総選挙に大きな影響を与える制度変更が行わ

れている。国会下院と各州議会の定数，選挙区割りの見直しである。選挙委員会

は， 月 日に新たな選挙区割りを提案し，各党や州政府の意見を聴取している。

選挙委員会の提案では，国会下院の定数は現行の から に増える。 年

月に連邦領となったプトラジャヤに 議席が割り当てられるのに加え，半島西岸

部を中心に 議席が新設される。新たな選挙区割りの特徴は， UMNOおよび国

年のマレーシア



民戦線が強い支持を得ている地域に新議席が割り当てられていることだ。

UMNOが強いジョホール州に 議席，サバ統一党（PBS）が与党に復帰したことで

国民戦線の独壇場となったサバ州に 議席が与えられる。一方で， 年総選挙

で PAS が議席を伸ばしたクダ州，クランタン州，トレンガヌ州の議席数は現状

維持である。この制度変更が，次回の総選挙で UMNOと国民戦線に有利に働く

のは間違いないため，野党は反発している。一方，選挙に勝つことで党内の支持

を固めたい新政権にとっては，大きな安心材料になるだろう。

マハティール首相，最後の挑戦 その ──民族間交流の促進

休暇明け後のマハティール首相は，再び精力的に指導者としての役割をこなし

ている。首相が現在とくに熱心に取り組んでいる課題を整理すると， 民族間交

流の促進と， 競争力，効率性の追求，という二つの流れにまとめることができ

る。この二つは，どちらも従来のブミプトラ政策の枠組みにとらわれず，むしろ

その弊害を是正しようとするものである。ゆえに与党内にも抵抗があり，実現に

は首相の強い指導力が欠かせない。これらの課題への取り組みは，マハティール

首相にとって首相としての最後の挑戦だといえよう。

まず前者についてみてみよう。 年に首相は，与党各党の年次総会での演説

などで，若者が異民族に対する寛容を失いつつあると警告を発し，民族間調和を

維持するための努力が必要だとさかんに訴えている。首相の考えでは，民族間関

係の安定を図るために必要なのは，若年・青年層の民族間交流を促進することに

よって相互理解を深めることである。

そのための手段のひとつとして， 月 日に政府は，これまでブミプトラのみ

を対象としていた大学予科コース（matr iculation course）に 年から ％の非ブ

ミプトラ枠を設けることを閣議決定した。大学予科コースとは，下級高校修了者

（SPM保持者）のうち大学入学資格（STPM）を得ていない者を対象とするコースで，

これを修了すれば公立大学の入学資格が得られる。全国に のセンターがあり，

毎年 万 人の生徒が入学している。優秀なマレー人学生の多くが，ブミプト

ラばかりの全寮制中学，高校を卒業し，大学予科コースを経て公立大学に入学す

るため， 代のうちに異民族の学生と交流する機会をほとんどもたない。今回の

措置は，こうした状況を是正するためのものだと首相は説明している。

月には， 年に発案されたビジョン・スクールの第 号校がクアラルン

プール近郊のスバンジャヤで開校した。マレーシアの公立小学校には，マレー語

マハティール首相，最後の挑戦



を教育言語とする国民学校（national school）と，中国語を用いる華文国民型学校

（national type school）およびタミル語国民型学校の 種がある。ビジョン・ス

クールは，この三つを統合し，食堂や校庭を共有することで異なる民族の生徒の

交流を図る学校である。

また首相は，大学での民族間交流の促進を目的とする ユニティ・クラブ の

設置を 月に提唱した。 月には， 年にすべての公立高等教育機関にユニテ

ィ・クラブが設けられることが決まっている。

さらに，青年層の民族融和と愛国心の涵養のために，徴兵制（ナショナル・サー

ビス）を導入する計画まで浮上している。その発端は，ナショナル・サービスの

導入について内閣で検討するとした 月 日の首相発言である。 日後にはナジ

ブ国防相を中心とする閣内委員会の設置が決まり， 月 日に委員会案が発表さ

れた。この委員会案は， 年に 歳に達するすべての青年男女に カ月の軍事

訓練を義務づけることを提案している。軍事訓練の前には教育省による準備プロ

グラムが行われ，訓練の後にはボランティア活動への参加が奨励される。委員会

案の発表の際ナジブ国防相は，このプログラムはシンガポールのナショナル・

サービスのように軍事力強化を主眼とするものではなく，愛国心の醸成と国民統

合の促進，および青年層の健全な人格形成が目的だと説明している。

首相が主導するこれらの政策は，必ずしも広範な支持を得ているわけではない。

大学予科コースへの非ブミプトラ枠の導入は，一部の UMNO党員の反発を招き，

一時はムサ教育相の解任を求める動きもあった。また同党青年部は，今回の措置

と引き替えに，華人学生が大部分を占める私立大学に対して ％のブミプトラ枠

の導入を求め，これに反対するマレーシア華人協会（MCA）のリン・リョンシック

総裁と対立した。ナショナル・サービスについても， UMNO内から義務化に反

対する意見が出ている。大学予科コース改革への反発と私立大学へのブミプトラ

枠導入要求は，首相自身が反論して抑えた。ナショナル・サービスの導入は，社

会的影響が非常に大きいだけに，今後反発が強まることも考えられる。

マハティール首相，最後の挑戦 その ──競争力，効率性の追求

月 日，マハティール首相は 新たなマレー・ジレンマ と題した講演を行

った。そこで首相は，マレー人が政府から付与された株や事業認可，公共事業の

契約を華人らに売り渡して利益を得ていることを強く批判した。首相は，こうし

た悪しき慣行がなければ，ブミプトラの株式保有率を ％にするという新経済政

年のマレーシア



策（NEP）の目標はとうに達成されているはずだという。そして，こうしたことが

起きるのはマレー人が安易な道を選びがちだからであり， 勤勉さ，リスクをと

ること，辛抱強さはマレー人の文化ではない と嘆いた。さらに，優遇政策とい

う 杖 がマレー人を弱くしているとし，強くなるためには杖を捨てねばならな

いと説いた。

マハティール首相にとって，マレーシア社会ならびにマレー人社会の競争力強

化や効率性向上は，首相就任時以来の課題であった。退任を控えたいま，その姿

勢に拍車がかかり，ブミプトラ政策の根本的な見直しを唱えるほどになっている。

それが端的に現れたのが，公立大学の入試における実力主義の導入である。こ

れまで公立大学の入試には民族別割当制（quota system）がとられ， ％がブミプ

トラに，残る ％が非ブミプトラに割り当てられていた。首相は 年 月に実

力主義への移行を唱え， UMNO青年部などの反対を押し切って 年の入試で

これを実現した。結果的には，ブミプトラの入学者比率が ％に上昇している。

首相はまた，英語教育の拡充にも力を入れている。近年，青年層の英語能力の

低下が指摘され，経済の国際競争力を保つうえで障害になることが懸念されてい

るからである。 月 日に首相は，政府は英語で授業を行う学校を復活させる用

意があると発言して物議を醸した。

マハティール首相が マレー・ウルトラ の政治家として台頭した 年代末

から 年代にかけて，マレー語による教育の推進は UMNOにとって最重要政

策の一つであった。 年代から段階的に教育言語のマレー語への切り替えが実

施され， 年代前半には国民型小学校をのぞくすべての公立学校において，マ

レー語で授業を行うシステムが確立した。英語小学校は 年に廃止され，マ

レー語を授業言語とする国民学校に統合された。

英語学校の復活は，こうした流れに転換をもたらすものであり， UMNO内の

反発を招いた。とくに青年部は，公に反対を表明している。また，一部の経済団

体から賛成の声が挙がったものの，華人系与党からも慎重論が相次いだ。

そこで首相は，英語学校の復活のかわりに英語による理数教育の実現を目指し

た。 月 日に UMNO最高評議会は，英語学校の再導入は不必要との決議を出

すとともに，小学校 年から理科と数学を英語で教育することを提案した。この

提案にも党内の一部から反発があり，政府の言語・出版局（DBP）が反対の署名活

動を行うという報道も出たが， 月 日には 年から小学校と中学校，上級高

校の 年生（standard one, form one, lower six）に対して理科と数学の授業を英語で

マハティール首相，最後の挑戦



行うことが閣議で決定された。

ただし，この閣議決定の際に決着がつかなかった問題があった。それは中国語

やタミル語を教育言語とする国民型小学校にこの政策を導入するか否かである。

華人系政党や教育団体には，初等教育段階で理数科目のレベルを高めるにはむし

ろ母語で授業を行った方がよいという認識があり，英語への切り替えに強く反発

した。最終的には華文国民型小学校でも英語を用いた授業を実施することに決ま

ったが，国民戦線の合意が成立するまでに カ月を要した。

このように，マハティール首相はマレー人に 杖を捨てよ と迫り，競争力や

効率性の向上を意識した政策を次々と打ち出している。しかし首相の真意は，ブ

ミプトラ政策を完全に放棄することではない。厳しいマレー人批判は，優遇政策

を当然の権利と見なす風潮や，公共事業の優先的付与を悪用して利益を得ている

業者に対して警告を発し，マレー人社会の意識改革を促すことを狙ったものだ。

こうした意図は，とくにブミプトラ系建設会社に対する政策に明確に現れてい

る。これまで，事業規模が 万 未満の公共工事はブミプトラ系建設会社が独占

的に受注してきた。 月 日の予算案演説で首相は，公共工事の契約を他社に丸

投げして利益を得ているブミプトラ企業をブラック・リストに載せる方針を示し

た。同時にこの予算案演説で首相は，ブミプトラ企業により大きな工事を受注さ

せるための制度変更も発表している。 年に実施された追加的景気刺激策にも，

ブミプトラ企業のみを発注対象とする小規模公共工事（半島部は 万 未満，サ

バ・サラワクは 万 未満）が盛り込まれており，政府の狙いがブミプトラ政策の

見直しではなく悪弊の是正にあることは明らかだ。

以上，民族間交流の促進と競争力，効率性の向上を目指したマハティール政権

の取り組みをみてきた。退任を目前にして最後まで困難な課題に取り組む姿は，

いかにもマハティール首相らしいといえよう。ただし，首相の論理と合意形成の

過程には，もう一つの マハティールらしさ があることも無視できない。それ

は，目的達成のためには強権行使も辞さないという姿勢である。首相のいう 民

族間調和 は，政府・与党の方針に反対する野党や NGO を 過激主義者

（extremist）と見なして排除する論理と表裏一体の関係をなしている。 過激主義

者 の代表格は PAS である。前述した 新たなマレー・ジレンマ と題した演

説で首相は， PAS はイスラームを悪用してマレー人を洗脳しており，同党の勢

力拡大を阻止するためには民主主義を制限することが必要だと主張した。 月

日にカリル情報相は，野党にはテレビやラジオに出演する機会を与えないと述べ
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ている。ビジョン・スクールの導入や理数科目の英語による授業に反対した華人

教育団体もまた，過激主義者と見なされている。理数科目の英語教育実施にむけ

た合意形成の過程で，アブドゥラ副首相（兼内相）らは反対論者に扇動法を適用す

ることを示唆した。政府は華人政党や NGOに圧力をかけることで 合意 を成

立させたのである。

外国人労働者問題

年に政府は，不法滞在外国人に対する取り締まりを強化し， 万人以上を

帰国させた。あまりにも性急な措置をとったため，近隣諸国から批判を浴びたう

え，経済的にもマイナス効果が出ている。自国の景気循環に合わせて外国人労働

者の数を調整しようとするマレーシア政府の政策が，送り出し国の反感を買うと

ともに，結果的には労働需給の調整に失敗した格好になった。

年 月に政府は，インドネシア人の不法滞在者を毎月 万人ずつ本国送還

する方針を発表した。 IT 不況によって失業率が徐々に上昇するなか，国民の雇

用確保のためにとられた外国人労働者規制の一環である。国内の不法滞在者は

万人にのぼり，うち 万人がインドネシア人とみられていた。不法滞在者の本国

送還にはインドネシア海軍の艦船を使い，費用はマレーシア側が負担することで

インドネシア政府の合意も取り付けた。

翌月，インドネシア人不法滞在者の本格的な送還が始まる直前，ジョホール州

の収容施設で建物への放火などの暴動が発生した。約 人の収容者の 分の

がインドネシア人であり，本国送還に抵抗して暴動を起こしたものとみられてい

る。

年 月に入ると，インドネシア人による暴力事件がさらに続いた。 日に

は，ヌグリスンビラン州ニライの工場の宿舎で，麻薬検査を行おうとした警官と

従業員が衝突し， 人が逮捕される事態となった。 日にもクアラルンプール

郊外でインドネシア人労働者が屋台や車両に放火する事件が発生し，逮捕者が出

ている。

これらの事件は，インドネシア人労働者ならびに不法滞在者に対する政府の態

度を一層硬化させた。 月 日に政府は，外国人労働者の部門別割当制を導入す

ると発表した。これにより，インドネシア人労働者の雇用は原則としてプラン

テーション労働者と家政婦の 分野だけにしか認められないことになった。同時

に政府は，非熟練労働者の就労期間を最長で 年までに限定した。翌 日には，
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労働者の受け入れ人数について送り出し国と政府間協定を結び，相手国政府の協

力を得て人数制限を強化する方針が閣議決定された。

ついで 月には，罰則規定を強化した改正移民法案が国会に上程された。この

法改正により，不法滞在者には 万 以下の罰金か 年以下の禁固刑（または双

方）が科せられ，場合によってはむち打ちに処されることになった。法改正にあ

たり政府は，改正法が発効するまでの期間に自主的に帰国する者は処罰しないこ

とを決め， 月 日から 月 日までが猶予期間とされた。この間に帰国した不

法滞在者は 万人にのぼり，うち 万人余りがインドネシア人であった。

外国人労働者に対する厳しい規制は，送り出し国の強い反発を買った。とくに

主たるターゲットとされたインドネシア政府は，マレーシア側に政策の見直しを

何度も要請した。 月 日にメガワティ大統領は，バリ島でマハティール首相と

会談し，改正移民法適用までの猶予期間を カ月延期するよう求めた。だがマハ

ティール首相はこれを拒否し，翌 日にはペナンやコタキナバルの裁判所で，イ

ンドネシア人を含む 人の不法滞在者に対し禁固刑やむち打ちを科す判決が下さ

れた。インドネシアではマレーシア側の対応に怒った人々がマレーシア大使館前

などで抗議行動を起こし，マレーシア人が警察に拘束される事態も発生した。ま

た，サバ州の収容施設におけるフィリピン人収容者の処遇をめぐって，フィリピ

ン政府との軋轢も生じている。

政府の性急な行動は，近隣諸国の反感を買っただけでなく，一部の業界に深刻

な人手不足をもたらした。とくに， 万人の外国人労働者を雇用し，うち ％を

インドネシア人が占める建設業界への打撃は大きく，工事が滞るなどの重大な被

害を招いた。結局政府は， 月 日に政策を転換し，建設業と製造業においてイ

ンドネシア人の雇用を認めることを決めた。

月に発表された政府間協定を締結する方針については，英語かマレー語が話

せる者しか受け入れを認めないなどマレーシア側が厳しい条件を課していること

もあり，年が明けても進展していない。

概 況

年のマレーシア経済は， 年の不況から徐々に回復に向かった。実質

GDP 成長率は四半期ごとに ％， ％， ％と推移し，通年では ％

経 済
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となる見込みである。

景気回復の最大の要因は， 年に前年比 ％と大きく落ち込んだ製造業

が立ち直ってきたことだ（ 年は ％の見込み）。とくに世界的な IT 不況に見

舞われて低迷していた電子・電機産業が回復しつつあることが大きい。電子・電

機製品の輸出額の伸び率は， 年の ％から 年には ％まで回復し

た。また，サービス部門が前年に引き続き好調で， ％の成長が見込まれてい

る。 年の通貨危機以来低迷が続いている建設業も徐々に回復しつつあり，

％の伸びが見込まれている。ただし，建設業ではインドネシア人労働者の規

制（ 国内政治 の項参照）をうけて労働力が不足し，工事が遅れるなどの問題が生

じている。

需要面からみると，民間消費が比較的堅調で実質 ％の伸びが見込まれてい

る。自動車販売台数は 万 台に達し， 年以来 年ぶりに過去最高値を更

新した。輸出は前年比 ％の伸びとなった。全体の ％を占める電子・電機

製品が回復してきたのに加え， 年はパーム油の価格が上昇し，パーム油・

パーム油関連製品の輸出が ％の伸びを記録した。一方原油価格は下落したが，

増産で対応したことにより ％の伸びとなった。

雇用情勢にも回復の兆しが見えてきた。 年には情報・通信関連企業の人員

削減が相次ぎ，失業率は ％に達した。この数字は，過去 年で最悪の水準で

ある。 年も 月末に ％， 月末に ％を記録したが， 月末には ％

まで下がった。ただし，大卒者の失業率が増加傾向にあることが懸念されており，

政府は大卒者向けの訓練プログラムに力を入れ始めている。またマレーシア雇用

主連盟（MEF）の調査によれば，先行きの不透明感から賃上げを見送った企業が増

加している。

製造業分野への海外直接投資は，前年に引き続き低調である。認可ベースで見

ると，前年比 ％減の 億 万 に落ち込んだ。申請ベースでも，前年比微

増の 億 万 にとどまっている。製造業への直接投資は，通貨危機の際の

落ち込みの後， 年には大幅増を記録し低迷に歯止めがかかったかに見えた。

しかしその後は 年連続の減少となっている。 年代末以来の高度成長の原動

力となった海外直接投資に期待できなくなりつつあるなかで，政府は開発戦略の

見直しを迫られている。



国内産業重視への転換

この国の成長は，長きにわたって外国投資と貿易に強く依存してきており，

投資元および貿易相手の景気の波に左右されやすい。こうした依存から脱却し，

国内の成長資源を積極的に開拓し育成するためのイニシアティブを開始すべき時

が来た 。マハティール首相は， 年予算案と同時に公表された財務省の年次

経済報告書の序文でこのように主張している。

外資依存からの脱却を実現する担い手に位置づけられているのは，国内の民間

企業である。通貨危機以後，政府は積極的な財政支出で景気を下支えしてきた。

だが財政赤字が続くなかで，危機以前のような民間主導の経済に復帰することが

必要になってきた。首相は民間企業に対し，積極的な投資や新規事業への進出，

新規市場の開拓，競争力の向上などに取り組むよう呼びかけている。政府の役割

は，インフラ整備やインセンティブの導入を通じて民間企業の活動を支援するも

のと位置づけられた。

こうした政府の方針は， 月 日に国会に上程された予算案に反映されている。

今回の予算案は，開発プロジェクトの柔軟な実施を可能にするために 年から

年にわたる 年間の予算として組まれた。

予算案には，国内投資促進策として中小企業に対する所得税引き下げ（払い込

み資本金 万 以下の企業に対し，課税対象利益のうち 万 に ％の税率を適用。

通常の法人所得税率は ％）や，パイオニアステータス企業を対象とした再投資促

進策，地場企業による外国ハイテク企業買収に対するインセンティブなどが盛り

込まれた。また輸出志向の地場企業に対するインセンティブとして，輸出増加や

新規市場への参入を果たした企業に対して所得税控除を実施する。

政府の国内産業重視の姿勢は，サービス業や農業に対する政策にも現れている。

今回の予算案では，観光促進に力を入れる方針が示されたほか，農業部門で経営

統合を図る企業に対するインセンティブや，地場の食品加工企業に対する投資促

進策が盛り込まれた。しかし，各種経済団体からの要望が強かった法人所得税の

一律引き下げは見送られた。

年予算は，歳入が 億 万 なのに対し，歳出は前年比 ％増の

億 となっており， 年連続の赤字予算である（赤字幅は GDP の ％）。世界経

済の不安定性と先行きの不透明感は，国内企業の活性化による外資依存からの脱

却へと政府の開発戦略の転換を促した。だがそれは同時に，積極的な財政支出に

よる景気下支えの継続を必要とする要因にもなっている。 年に入ると，米英
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によるイラク攻撃が予想され世界経済への悪影響が懸念されるなか，さらなるテ

コ入れ策として 月に追加財政支出計画が発表されることになった。また 年

予算にも，外資系企業の本社・地域統括本部機能誘致のための免税措置など，外

資誘致策が盛り込まれている。これらの点を勘案すれば，国内民間企業主導での

外資依存からの脱却という新方針は，短期的な景気対策や外資が不可欠な戦略産

業育成策とのバランスをとりつつ，長い期間をかけて実現すべきものと位置づけ

られていると見てよいだろう。

ダイム・ボーイズの退場とサイド・モクタールの台頭

通貨危機以後，資産管理会社のダナハルタと企業債務整理の仲介を行う企業債

務再編委員会（CDRC）を中心に，金融機関の不良債権処理と企業債務の処理が進

められてきた。その過程で，クローニー・キャピタリズムの象徴と目されていた

ハリム・サアド元レノン社会長やタジュディン・ラムリ元マレーシア航空（MAS）

会長がその座を追われた（本年報 年版および 年版参照）。

年にタジュディン・ラムリは，携帯電話会社セルコム（Celcom）の親会社テ

クノロジー・リソース・インダストリー（TRI）社と，自らの持株会社ナルリ

（Nalur i）社をも手放すことになった。ダナハルタからの借入金を返済できなかっ

たため，担保としていた両社の株を売却されてしまったのである。 TRI 株は，

通信最大手のテレコム・マレーシアが取得した。テレコムを所有しているのは政

府系投資会社のカザナ・ナショナルや財務省持株会社（Mof Inc.）であり，レノ

ン・グループやMASと同様， TRI の再建も再国有化というかたちで行われたと

いえる。

タジュディン・ラムリ退任から カ月後の 月， TRI 社はタジュディンら前

経営者 人に対し退職金やボーナスの返還を求める訴訟を起こした。また 年

月には，MASが前経営陣の不正を警察に告発したことが明らかになり，タジ

ュディンにも捜査がおよぶと見られている。ダイム元財務相在任中に行われた

MASの再建策では，ナルリ社が所有するMAS株を政府が市場価格の 倍以上の

価格で買い取ってタジュディンを援助した。だがダイムの辞任により後ろ盾を失

ったいま，タジュディンは非常に厳しい立場に追い込まれている。

ハリム・サアドやタジュディン・ラムリは，過去にダイム元財務相の部下やビ

ジネス・パートナーを務めた経歴から大型民営化事業を任された。 ダイム・

ボーイズ と呼ばれた彼らが去った後に台頭しつつある勢力の一つは，イギリス
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の有名大学を卒業し，金融業界で実績を積んだ若手専門家のマレー人である（本

年報 年版参照）。 UEM社社長のアブドゥル・ワヒド・オマール（ 歳）を筆頭

株とする新世代の実力者の総称として， プロムダ （promuda 若いプロフェッシ

ョナル）という呼称も生まれている。

その一方で，ダイム・ボーイズと入れ替わるように新たな マレー・タイクー

ン が台頭してきた。マハティール首相に近いとされるクダ州出身の企業家，サ

イド・モクタール・アルブハリ（Syed Mokhtar Al Bukhary， 歳）である。クダ

州で家畜と米の流通事業から身を起こしたサイド・モクタールは，その後ジョ

ホール州に拠点を移してインフラ関連事業などを行っていたが，数年前までは全

国的にはほとんど無名の存在だった。ところがこの 年ほどの間に，彼は次々に

大企業を買収して事業を多角化，大型化した。これらの企業は，国策事業として

の意味をもつ大型プロジェクトに参画し，また政府のインフラ開発プロジェクト

を数多く受注している。

サイド・モクタールは，買収した大企業の役職には就かず，ビジネス・パート

ナーに各社の経営を任せている。メディアへの露出も少ないため， 謎の企業

家 と評した報道もある。

サイド・モクタールは，いくつかの非上場持株会社を通じてグループを拡大し

てきた（図 参照）。急速な事業拡大の契機となったのは 年に行われたマレー

シア・マイニング・コーポレーション（MMC）の買収である。この年，サイド・

モクタールの指揮下にあるインピアン・トゥラダン社が国営持株会社（PNB）から

MMC株の ％を取得した。その直後に，MMCはオーストラリアのアシュト

ン・マイニング株を南アフリカのデビアス・グループ傘下の企業に売却した。ア

シュトン・マイニングはダイヤモンド鉱山を所有しており，株の売却によって

MMCは 万米 を得た。これがその後の事業拡大，強化の資金になったもの

と見られる。

サイド・モクタールの中核事業は，ジョホール州に位置するタンジュン・プル

パス港（PTP）の開発である。MMC取得後，サイド・モクタールはシーポート・

ターミナルズ社傘下にあった PTP 社を MMCの下へ移した。 MMCの資金力を

PTP の開発に利用するための措置と見られている。また PTP 株の売却の見返り

としてシーポート・ターミナルズ社はMMC株の ％を取得しており，この取

引によってMMCに対するサイド・モクタールのコントロールが強化された。

PTP は，ハブ港の座をシンガポール港から奪取することを目指す野心的な事

年のマレーシア



業である。これまでマレーシアに立地する企業の製品の多くは，南北ハイウェイ

を経由してシンガポールに運ばれ，そこから海外へ出荷されていた。通貨危機の

際に政府は，サービス収支赤字削減のために国内港の利用を奨励したが成果がな

く，シンガポール港に対抗できる港の開発は政府にとっても長年の悲願であった。

PTP は， 年にはシンガポール港を利用していた台湾の海運大手エバーグ

リーン社の誘致に成功するなど，すでに実績を上げ始めている。

サイド・モクタールはまた，ジョホールを海運だけでなく航空輸送の拠点とす

る野心ももっている。これまでマレーシアの空港は，すべてマレーシア・エア

マハティール首相，最後の挑戦

Mohd Taufik Abdullah
（PTP会長・Johor Port会長）他

Arca Dinamik Indra Sakti

Impian Jitu Restu Jerni

Pernas

Pan Pacific Hotel 等

Malakoff Tronto

IJM Corp

PTP Johor PortMMC Engineering

Malaysia Mining Corporation（MMC）

Impian Teladan Seaport Terminals SATS

・スナイ空港
  開発

・MMC Engineering
  と合弁でマレー鉄道
  南部複線化など

・KL洪水緩和事業
・バクンダム開発
・マレー鉄道南部複線化
・ペナンモノレール開発

・タンジュンプルパス港
  開発

31.9％

19.9％

75％

19.6％

50.1％

20.4％

90％

図 サイド・モクタールの企業グループ

（注） この他にも， E Village に出資している Budaya Hikmat 社や MEC に出資している
Kelana Sinar 社などがサイド・モクタールの関連企業と見られる。

（出所） 各種報道，各社ウェブサイトおよびKLSE RIS データをもとに作成。



ポーツ・ホールディングス社（MAHB）が運営してきた。だが 年，サイド・モ

クタールのビジネス・パートナーが経営するスナイ空港ターミナル・サービス社

（SATS）が PTP にほど近いスナイ空港を MAHBから買収することで合意した。

SATSはすでに国際郵便大手のDHL社などに接触している。

サイド・モクタールの企業グループの事業は，物流関連だけにとどまらない。

まずMMCが急速に事業を多角化している。 年に独立発電事業者（IPP）最大

手のMalakoff を買収し， 年には子会社の Trono が建設大手の IJMを買収し

た。また同じく子会社のMMCエンジニアリングは，積極的に政府系事業に進出

している。クアラルンプール洪水緩和事業を受注したのを始め，今後はジョホー

ルバル スレンバン間の鉄道複線化事業やペナンのモノレール建設事業，サラワ

クのバクン・ダム開発などに参画するものと見られている。

さらに，サイド・モクタールの関連企業レストゥ・ジュルニ社は， PNBが所

有していたプルナス・インターナショナル・ホールディングス社（Pernas）を

年 月に買収した。 Pernas は， 年に国営持株公社（旧名 Pernas。現 PNS）の一

部資産を譲り受け，民間持株会社として設立されたものである。傘下にパンパシ

フィック・ホテルに代表されるホテル・チェーンなどがある。またサイド・モク

タールは，華人系企業を中心とする 国民家電 製造会社MECの再建や，マル

チメディア・スーパーコリドー（MSC）の目玉事業のひとつであるエンターテイメ

ント・ヴィレッジ（E Villadge）にも別会社を通じて関与しており，さらにはシン

ガポールに本社を置く書店チェーンのMPHを買収した。

急速にグループを拡張し事業を多角化させるサイド・モクタールを，ダイム・

ボーイズの同類と見る向きもある。たしかにサイド・モクタールも，政府首脳と

緊密な関係をもち，政府系持株会社の協力を得てグループを拡大し，政府系事業

を数多く請け負っている。マハティール首相は， 月のドイツ訪問の際には同国

の空港運営会社と SATSとの業務提携合意の調印に立ち会い， 月の訪米の際に

は，サイド・モクタールの部下を連れて国際郵便大手のフェデラル・エクスプレ

ス社を見学している。

だが，ダイム・ボーイズとサイド・モクタールには，際だって異なる点がある。

それは，前者が比較的競争性の低い事業に取り組んでいたのに対し，サイド・モ

クタールの場合，中核事業である PTP やスナイ空港の開発がシンガポールとの

激しい競争にさらされていることだ。先行するシンガポールのパイを奪うことな

くして，これらの事業の成功はあり得ない。はたしてサイド・モクタールは，マ

年のマレーシア



ハティール首相が望む 国際競争力のあるマレー人企業家 であることを証明で

きるのだろうか。政府支援によるブミプトラ企業家育成という政策の成否が，こ

れまで以上に厳しく問われるケースとなろう。

KMM報道を巡る攻防

前年に引き続き 年も，世界規模の テロとの戦い への取り組みと，

ASEAN域内のイスラーム過激派組織への対応が，マレーシアにとって外交上の

重要課題であった。テロ問題に取り組むにあたり，マレーシア政府にとってもっ

ともデリケートな課題は，自国の過激派組織をどのように位置づけるかという問

題であった。

マレーシア政府は， 年 月に過激派組織 KMM（ マレーシア・ムジャヒデ

ィーン集団 あるいは マレーシア戦闘集団 ）の摘発を開始したが，組織や指導者

に関する情報公開が不十分であったために報道が錯綜した。事実関係が不明瞭な

なか，政府の行動には， KMMの脅威をあおることで PAS 対策に利用しようと

する傾向があった。マハティール首相は KMMを PAS の非公然テロ組織と見な

し，ビン・ラディンとKMMのつながりを示唆する発言を行っていた（本年報

年版参照）。

だが， 年 月に入ってマレーシア政府の態度は一変する。東南アジアのイ

スラーム過激派に関する FBI のレポートが 年 月 日付の ニューズ・ウ

ィーク や タイム などによって報道されたからだ。これらの米メディアは，

対米同時多発テロの実行犯の 人がマレーシア人のヤジッド・スファアットと関

係があると報じた。またヤジッドは，アブ・バカル・バアシルらインドネシア人

を指導者とし，アル・カーイダとも密接な関係をもつ過激派組織ジュマー・イス

ラミヤ（JI）の構成員とされた（図 参照）。

マレーシア人が， JI を通じて テロやシンガポールでのテロ計画，さらに

は 年のボジンカ計画（旅客機 機の爆破を狙い未遂に終わったテロ）にも関与し

ていたとする報道は，マレーシア政府を慌てさせた。大規模な国際テロにマレー

シアの組織が関与していたとなれば，観光や外国投資への悪影響は免れないから

だ。マレーシア警察は， 年 月にヤジッドをKMM構成員として逮捕してい

た。政府は，米報道機関はマレーシアの状況を誤解していると主張し，KMMは

対 外 関 係
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ローカル組織であって テロやアル・カーイダには無関係だと反論した。さら

に， ニューズ・ウィーク ， タイム ， ファーイースタン・エコノミック・レ

ビュー ， エコノミスト の 誌に対して流通差し止め処分が下された。

これをきっかけに，政府の PAS への対応も変化した。 月にマハティール首

相が， PAS は暴力行為を支持しないだろうと発言し， 月 日には UMNOと

PAS がパレスチナ問題の政治的解決を求める共同声明を出すなど，イスラーム

外交に関しては PASと協調する姿勢を取り始めている。

テロ問題に関する国際協調

マレーシア政府は，国際テロ活動の取り締まり強化に向けた国際協調体制の構

築に積極的な姿勢を見せている。ASEAN域内では，インドネシア，フィリピン

との情報交換を促進するため， 月 日に 国間で 情報交換と通信手続き確立

に関する協定 を締結した。オーストラリアとも， 月に情報交換などの協力促

進に関する覚書を締結し， 月には両国の警察がテロ対策を目的とする協力関係

を結ぶことに合意した。また，マハティール首相が 年ぶりにアメリカを公式訪

問し，テロ対策における 国間の関係強化を目指した 国際テロ対策協力宣言

に調印している。

年のマレーシア

アル＝カーイダ
ボジンカ計画犯
ラムジ・ユセフ
ワリ・カーン
アブドゥル・H・ムラド
ペンタゴン自爆テロ犯
カリド・アルミダル
ナワフ・アルハズミ

ジュマー・イスラミヤ（Jemaah Islamiyah）
アブ・バカル・バアシル（最高指導者）1）

ハンバリ（実務指導者）

ファトゥール・ローマン・アルゴジ

KMMスランゴール支部
ヤジッド・スファアット

マレーシア・ムジャヒディン・グループ
Kumpulan Mujahidin Malaysia2）

ニック・アドリ（指導者）ら

カリム・ジャファール
（シンガポール支部長）

モロ・イスラーム解放
戦線（MILF）

図 米メディア報道などに基づくKMMと JI，アル・カーイダの関係

（注） ）アブ・バカル・バアシル自身は JI への関与を否定している。
）マレーシア警察は，KMMにはニック・アドリを指導者とする組織とヤジッドらが

所属する組織の二つがあり，アブ・バカル・バアシルが双方の指導者だとしている。詳
しくは，本年報 年版参照。

（出所） 年 月 日号， 年 月 日号など，雑誌・新聞情報をも
とに作成。



マレーシアはまた，テロ対策においてイスラーム諸国と欧米との橋渡し役にな

ろうと奮闘している。マハティール首相は 月にブレア首相と会談した際，米大

統領との会談を控えたブレア首相に対し，イラク攻撃に傾き始めたアメリカの対

テロ戦争の行方についてイスラーム諸国が懸念をもっていることを伝えて欲しい

と要請した。 月 日には，イスラーム諸国会議（OIC）の議長国としてテロ問題

に関する特別外相会議を主催した。基調演説でマハティール首相は，持論である

テロの定義 を定める必要性を強調したが，その際，パレスチナの自爆攻撃も

テロであると発言して中東諸国の反発を招いている。

年の課題

政府・与党にとって政治面での最大の課題は，マハティールからアブドゥラへ

の政権委譲をスムースに行うことである。総選挙と党役員選挙が政権委譲後に実

施されることになったため， 月の首相交代までは安定的に進む可能性が高い。

また，中央指導者の交代とあわせて，州レベルでも政府や党幹部の若返りが進む

ことが予想される。

経済的には，世界経済の好不調の影響が大きい。政府は民間主導への復帰や外

資・輸出依存の脱却を目指しているが，これらの課題を実現するには長い時間が

必要である。世界経済の先行きが不透明ななか， 年も政府が景気を下支えし

ていくことが必要となろう。

（地域研究第 部）

年の課題
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の雇用は原則的にプランテーション労働者と

家政婦の 分野だけに限定された。

日 政府，外国人労働者の雇用に関し，

送り出し国に責任を持たせるために政府間協

定を締結する方針を閣議決定。

日 クダ州バリンで PAS の集会を警察

が強制解散させ混乱が生じる。警察車両が放

火された。

日 MAS が旧経営陣の不正を警察に告

発していたことが，新聞報道により明らかに

なる。

日 外相，インドネシアのハッサン外相

と会談。インドネシア側は自国民労働者に対

する政策の再考を求めたが，マレーシアはこ

れを拒否。

日 首相，ロンドンでブレア英首相と会

談。対テロ戦争などについて協議。

日 サバ州で不法滞在者の大規模取締り

が始まる。 月 日までに 人が逮捕され

る。

月 日 政府，ニューヨークで 億 の

ドル建て国債を発行。

日 マレーシア労働組合会議（MTUC），

執行部選挙実施。ザイナル・ランパック委員

長（上院議員）が再選される（ 期連続）。

日 首相，ジョホール水道でのシンガ

ポールの埋め立て事業が海運に悪影響をもた

らさぬよう同国に要求すると語る。

シャーアラム高裁，プランギ航空に対し

債権者の請求に従って解散するよう命令。

日 雇用者積立基金（EPF）， 年の配

当率を過去最低の ％と発表。

日 首相，ロシア，ドイツ，ポーランド

の カ国を歴訪（ 日）。

日 ウタマ・バンキング・グループ社と

親会社の CMSB 社が，銀行家ラシッド・フ

月

重要日誌重要日誌 マレーシア 年マレーシア 年

月 日 首相，ブルナマ通信のインタビ

ューで次期総選挙について，自らの出馬が必

要な状況なら出馬すると語る。

日 警察， 月 日から 月 日までの

間にイスラーム過激派組織 KMMの構成員

人を逮捕したと発表。また，アブ・バカル・

バアシルら 人のインドネシア人がこの組織

の指導者だとする。警察は 日までにさらに

人を逮捕。

日 小泉首相来訪（ 日），マハティー

ル首相と会談。マハティール首相は円安への

懸念を表明。

日 ヌグリスンビラン州ニライにある工

場の宿舎で，麻薬検査を行おうとした警官に

対しインドネシア人労働者が抵抗し，警察車

両などを破壊。

日 首相，インドネシア人労働者の優先

的受け入れの中止を発表。 日には，インド

ネシア人労働者をこれ以上受け入れる必要は

ないと語る。

日 プルリス州議会補欠選挙実施。与

党・マレーシア華人協会（MCA）の候補が野

党・国民正義党の候補に大差で勝利。

日 クアラルンプール近郊のドゥンキル

で，インドネシア人労働者が屋台や車両に放

火。

日 国民戦線（BN）最高評議会，サバ統

一党（PBS）の BNへの復帰を承認。

日 サバ人民統一党（PBRS）党大会で，

日に党員資格停止処分を受けたジェフ

リー・キティガン副総裁の支持者が会議の混

乱に乗じて同副総裁を総裁に選出。

月 日 首相，長期海外休暇入り。 日に

帰国。

日 副首相，外国人労働者の部門別割当

制を実施する旨発表。インドネシア人労働者

月

月



セインから RHB社株の ％を取得するこ

とで同氏と合意。バンク・ウタマと RHB銀

行の合併が決まる。

日 アヌアール・ムサ前農村開発相が公

金横領の疑いで汚職取締庁の捜査を受けてい

ることが発覚。

日 パハン州議会補欠選挙実施。与党マ

レーシア民政党（Gerakan）の候補が野党・民

主行動党（DAP）の候補に勝利。

月 日 クアラルンプール近郊のスリ・ク

ンバガンでテロに関するイスラーム諸国会議

（OIC）の特別外相会議開催。

日 ムヒディン国内取引・消費者問題相，

外資系大型小売店の新規出店を禁止する方針

を発表。

日 レノン・グループの再建にあたって

いたダナハルタ会長のアズマン・ヤヤが，レ

ノン社， UEM社，ダナサハム社の役員を辞

任。

日 統一マレー人国民組織（UMNO）のム

スタパ情報部長が，党のクランタン州連絡委

員会議長としての職務に専念するために情報

部長を辞任。

日 クアラルンプール国際空港と KLセ

ントラル駅を結ぶ高速鉄道（ERL）が営業開始。

日 首相，モロッコ，リビア，バーレー

ンを歴訪（ 日）。

来訪中のケリー米国務次官補，記者会見

でマレーシアの対テロ戦争への取り組みを高

く評価。

日 警察長官，新たに 人を KMMへの

関与の容疑で逮捕したことを公表。

日 外相，マレーシア人権委員会

（SUHAKAM）の新役員を発表。新会長はア

ブ・タリブ・オスマン元検察長官（ 日就任）。

日 サイド・シラジュディン国王の就任

式開催。

月

UMNOの党員数が 万人に達する。

月 日 クアラルンプール中心部でプラン

テーション労働者ら約 人がメーデーの行

進を実施。警察が強制解散させ 人を逮捕。

日 首相， 年に自動車部門に対して

非関税障壁を設ける計画はないと語る。

日 マレーシアとインドネシア，フィリ

ピンの 国が，テロや国際犯罪に共同で取り

組むために 情報交換と通信手続き確立に関

する協定 に調印。

日 UMNO と，同党と対立する全マ

レーシア・イスラーム党（PAS）が，パレスチ

ナ問題の政治解決を求める共同声明に調印。

証券取引委員会（SC），クアラルンプー

ル証券取引所（KLSE）上場企業の外国資産取

得に関する規制を緩和。企業再建の促進が目

的。即日発効。

日 UMNO最高評議会，小学校から数

学と理科の授業を英語で行うことを提案（本

文参照）。

ムガット・ジュニッド前国内取引・消費

者問題相がUMNO情報部長に任命される。

日 首相， 年ぶりのアメリカ公式訪問

（ 日）。 日にブッシュ大統領と会談。両

国は，情報交換や捜査機関の協力関係強化な

どを謳った 国際テロ対策協力宣言 に調印。

日 クアラルンプールで，テロリズムに

関するASEAN特別閣僚会議開催（ 日）。

首相，日本，韓国を歴訪（ 日）。

日 首相，下級高校修了者（SPM 取得

者）が大学に入学するための大学予科コース

（matr iculation course）に ％の非ブミプトラ

枠を設定することを発表。これまではブミプ

トラのみが対象だった。

月 日 DAP のリム・キットシャン議長，

扇動容疑で逮捕される（同日中に釈放）。同議

長は，マレーシアはイスラーム国家であると

月

月

年 重要日誌



した首相発言を批判するビラをまいていた。

月 日にもリム議長を含む 人が扇動容疑

で再び逮捕された。

日 首相，イタリア，バチカン，スイス，

ルクセンブルクを歴訪（ 日）。マレーシア

の首相がバチカンを公式訪問するのは今回が

初めて。

日 DRB ハイコム・グループのユー

ロ・トラック バス社，現代自動車のトラッ

クを国内で組立，販売することで同社と合意。

内務副大臣，アフリカ カ国の国民に対

してビザなしでの入国を禁止し，観光目的等

のビザに対しては のデポジットをとる

方針を発表。

日 人のミャンマー人が，難民認定を

求めてクアラルンプールの国連難民高等弁務

官事務所に駆け込む。翌 日にも 人が同事

務所に侵入。

日 UMNO年次総会開幕。 日の閉会

演説でマハティール総裁が辞意を表明。 日

に，首相が 年 月に退陣し，アブドゥラ

副首相が後継者となることが発表される。

PAS のファジル・ノール総裁（ 歳）が

心臓疾患のため死去。

月 日 クアラルンプールで，シンガポー

ルと二国間関係を包括的に協議する円卓会議

開催（ 日）。 年以来 年ぶり。 月

日にはシンガポールで 度目の会議が実施さ

れた。

日 首相，タイ訪問（ 日）

日 トレンガヌ州議会，同州にイスラー

ム刑法を導入する法案を可決。

日 連邦裁，職権濫用容疑に関するアン

ワール前副首相の上告を棄却。禁固 年の刑

が確定。

日 クダ州で国会下院と州議会の補欠選

挙実施。どちらも UMNOと PASの一騎打ち

月

となり，下院選では UMNO候補が，州議会

選では PAS候補が勝利。

日 教育相， 年から数学と理科の授

業を英語で行うことを発表。国民学校

（National School）の小学校，中学校，上級高

校の 年生に適用される。

日 国民正義党とマレーシア人民党が統

合することで合意。新党名は人民正義党

（Parti Keadilan Rakyat）。国民正義党は 月

日の特別総会で党規約を改正し，統合を決

定。

情報相，野党にはテレビやラジオなど電

子メディアへの出演機会を与えないと語る。

日 MCA 年次総会開催。華文国民型小

学校で理科と数学を英語で教えることへの懸

念表明が相次ぐ。

日 首相，優遇政策への依存とイスラー

ムの誤解が新たなマレー・ジレンマであると

語る。

日 マレーシア航空，経営改善策発表。

所有機と負債を財務省の ％子会社 PMB

に譲渡し，同社から航空機をリースして運行

するかたちをとる。

日 トレンガヌ州首相，同州スルタンが

イスラーム刑法導入に同意したことを明らか

にする。

月 日 不法滞在者に厳罰を科す改正入国

管理法施行。前日までの恩赦期間に約 万人

の不法移民が出国。

日 政府，オーストラリアと国際テロ対

策のための協力に関する覚書に調印。

日 選挙委員会（EC）選挙区の見直し作

業を完了。国会下院の定数を ，州議会の定

数を計 ，それぞれ増やすことを提案。

国民正義党のモハマド・エザム青年部長

に，国家機密法違反で禁固 年の判決が下る。

同青年部長は 年 月に国内治安法に基づ

月

マレーシア



き逮捕・拘留されている。扇動法違反容疑に

ついては， 日に検察が起訴を取り下げた。

首相，インドネシア訪問。翌 日にメガ

ワティ大統領と会談。会談後の共同記者会見

で首相は，外国人労働者に対する規制の必要

性を強調。

日 外相，不法就労者の扱いを巡ってイ

ンドネシアで反マレーシア感情が高まってい

るため，当面の間同国に渡航しないよう呼び

かける。

月 日 国防相， 年に野党勢力から軍

に対してクーデターを起こすよう働きかけが

あったと発言。

日 首相，米英軍によるイラク空爆を批

判。

日 選挙法違反容疑で起訴されたサバ進

歩党（SAPP）のヨン・テックリー党首が州議

会議員の職を失う。 日には国会下院議員職

も失職。

日 テクノロジー・リソース・インダス

トリー社， 年にかけて行われた

億 にのぼる社内の不正支出を警察に告発。

日 首相，次回総選挙不出馬の意思を表

明。

日 首相（兼財務相）， 年度予算案を

国会に上程。 年連続の赤字予算（赤字幅は

GDP の ％）。

日 首相， ASEM出席のためデンマー

クを訪問（ロンドン経由。 日に帰国）。

日 警察長官， KMMのジョホール支部

長を逮捕したと発表。 月 日， 月 日に

も KMM構成員の逮捕が発表され， 年

月に始まった一連の取締りによる逮捕者数は

計 人となった。

月 日 警察，国民正義党幹部のゴバラク

リシュナンを扇動法違反容疑で逮捕（ 日に

保釈）。

月

月

日 Gerakan 年次総会開催。党役員選

挙を実施し，カーク・チューティン副総裁が

選挙で再選される。リム・ケンヤイク総裁，

コー・ツークーン副総裁補らは無投票で再選。

日 副首相， 年までに 万 戸の

不法占拠者向けアパートを建設すると語る。

政府は首都圏（クランバレー地域）における不

法占拠を同年までに解消することを目指して

いる。

日 政府がアメリカ国籍の留学生アフメ

ド・イブラヒム・ビライを同国へ送還したこ

とが明らかになる。アフメドはアル・カーイ

ダへの関与の疑いでアメリカで起訴されてい

た。

日 首相，インド，パキスタン，サウジ

アラビアを歴訪（ 日）。

日 BN，英語による理数教育を華文国

民型小学校を含むすべての小学校で 年か

ら実施することで合意（本文参照）。

日 首相，私立の宗教学校に対する財政

援助を停止することを発表。これらの学校が

生徒に政府指導者への憎悪を植え付けている

と語る。

日 国防相，兵役義務（ナショナル・

サービス）導入のための閣内委員会が発足し

たことを発表。 月 日に同委員会は，

年に 歳になる男女に カ月の軍事訓練を義

務づけることを提案。

月 日 UMNO青年婦人部（Putr i UMNO）

第 回総会開催。執行部を選出。アザリナ・

オスマン・サイド暫定委員会委員長が無投票

で部長に就任。

中銀総裁，現在の金利水準は適正である

と発言。

日 首相，記者会見で野党に対し BNへ

の加盟を呼びかける。すべての野党が対象だ

とする。

月

年 重要日誌



日 首相， ASEAN首脳会議出席のため

カンボジアを訪問（ 日）。

日 分裂状態に陥っていたサラワク国民

党（SNAP）が団体登録官により政党登録を抹

消される。

日 首相， AFTA による自由化が始ま

っても自動車価格は下がらないと発言。輸入

車と国産車に同一の新税を課す方針であるこ

とを明らかにする。

プロトン社，新型モデル アリーナ を

発表。

警察，オーストラリア警察とテロ対策を

目的とする協力関係を結ぶことに原則合意し

たことを発表。

日 FBI が テロとの関連でKMMの

ヤジッド・スファアットから事情聴取を行う。

日 首相府，内閣改造を発表。ジャマル

ディン TNB会長が第 財務相に就任し，ト

ゥンク・アドナン首相府副大臣が大臣に，ザ

イヌディン情報省政務次官が副大臣にそれぞ

れ昇格。 日には，カリド情報省副大臣が企

業家開発省副大臣に異動したことが公表され

た。

SNAP の政党登録抹消を受けて結党さ

れたサラワク進歩民主党（SPDP）が BN に加

入。

日 クアラルンプール近郊の高級住宅地

で土砂崩れが発生し 人が死亡。今回の土砂

崩れは， 年にマンションが倒壊した現場

の近くで発生。

日 首相，フランス訪問。 日に帰国。

日 政府，マレー人保留地法の改正を閣

議決定。未使用地の商業利用を可能にするた

め。

日 UMNO最高評議会， 年に予定

されていた党役員選挙を次回総選挙後に延期

することを決定。

月 日 オーストラリアのハワード首相が，

近隣諸国のテロリストが同国への攻撃を企て

た場合には対抗措置をとりたいと発言したこ

とに対し，マハティール首相が強く反発。

日には， 月に調印したテロ対策に関する覚

書の見直しもあり得ると発言。

日 証券委員会（SC），払込資本金の額

が上場基準を割り込んでいる企業に対する猶

予期間を 年末から 年末まで 年間延

長。

日 トレンガヌ州政府，イスラーム刑法

施行の延期を決定。州首相は，イランなどの

イスラーム国家における実施状況を調査する

必要があるとする。

日 教育副大臣， 年から小学校教育

を義務化すると語る。子供を学校に行かせな

い親には罰則が科せられる。現在の就学率は

％。

首相，訪日（ 日帰国）。

日 内国歳入庁長官，大学卒業後に自営

業者になる人々からの徴税を徹底するため，

学生を登録すると発表。 年 月に開始。

日 通産相， AFTA に基づく 年の

自動車関税大幅引下げを確実に実行するため，

年内に引下げを始めると語る。具体的な

時期は不明。

日 インドネシアとの間で係争中だった

シパダン，リギタン両島の領有権問題につい

て，国際司法裁判所が領有権はマレーシアに

あるとの判断を下す。インドネシア側も勧告

の受け入れを表明。

月

マレーシア



参考資料参考資料 マレーシア 年マレーシア 年

国家機構図（ 年 月末現在）

統治者会議�

連邦元首，州元首�
連邦首相，州首相�

国家イスラーム�
　　　問題会議�

州元首�

州内閣�

村長�

プンフル�

郡長�

州首相�

郡役所�

州議会�

市長�
市�

連邦元首（国軍最高司令官）�

国会�
上院・下院�

国家土地評議会�
国家財政評議会�
地方政府評議会�
　　　　　など�

州首相評議会�

州行動委員会�
州開発委員会�
州治安委員会�

郡行動委員会�
郡開発委員会�
郡治安委員会�

内務省�

外務省�

情報省�

企業家開発省�

通商産業省�

農業省�

教育省�

保健省�

運輸省�

公共事業省�

人的資源省�

内閣�
首相・副首相�

国家行動評議会�
国家経済評議会�
国家治安評議会�
国家経済行動�
　　評議会など�

首相府�
経済計画局�
実施・調整局�
行政近代化・�
　人材計画局�
国家統一局�
連邦直轄領�
統計局など�

クアラルンプール�
プトラジャヤ�
ラブアン島�

外国投資委員会�

会計検査院�
公務員人事委員会�
選挙委員会�
人権委員会�

連邦直轄領�

特別法廷�

控訴院�

高等裁判所�

セッションズ�
コート�

マジストレイト�
コート�

財務省�

国防省�

農村開発省�

青年・スポーツ省�

科学・技術・環境省�

第１次産業省�

文化・芸術・観光省�

住宅・地方政府省�

国内商業・消費者問題省�

エネルギー・通信・マルチメディア省�

国家統一・社会開発省�

土地・協同組合開発省�

女性・家族開発省�

中央銀行�

統合参謀長会議�

陸・海・空軍�

＊�

（注） 連邦元首，州元首に関わる訴訟を取り扱う。



（ 年 月末現在）

首 相 Dato Ser i Dr Mahathir Mohamad

［UMNO］

副首相 Dato Ser i Abdullah Haji Ahmad

Badawi ［UMNO］

内務省

大 臣 副首相が兼任

副大臣 Dato Zainal Abidin Zin ［UMNO］

副大臣 Dato Chor Chee Heung（曹智雄）

［MCA］

財務省

第 大臣 首相が兼任

第 大臣 Datuk Jamaludin Jar jis

副大臣 Dato Dr Haji Shafie Haji Mohd

Salleh ［UMNO］

Dato Chan Kong Choy（陳広才）

［MCA］

首相府

経済担当特務大臣 首相が兼任

大 臣 Dato Abdul Hamid Zainal Abidin

［UMNO］

Datuk Pandikar Amin Haji Mulia

［AKAR］

Tan Sr i Bernard Giluk Dompok

［UPKO］

Dato Dr Rais Yatim ［UMNO］

Dato Tengku Adnan Tengku Mansor

［UMNO］

副大臣 Datuk Douglas Unggah Embas

［PBB］

Tengku Azlan Sultan Abu Bakar

［UMNO］

外務省

大 臣 Dato Ser i Syed Hamid Syed

Jaafar Albar ［UMNO］

副大臣 Datuk Dr Leo Michael Toyad

［PBB］

通商産業省

大 臣 Dato Ser i Rafidah Aziz ［UMNO］

副大臣 Dato Kerk Choo Ting（郭洙鎮）

［MCA］

教育省

大 臣 Tan Sr i Musa Mohamed ［UMNO］

副大臣 Dato Abdul Aziz Samsuddin

［UMNO］

副大臣 Dato Hon Choon Kim（韓春錦）

［MCA］

運輸省

大 臣 Dato Ser i Dr Ling Liong Sik

（林良実）［MCA］

副大臣 Tan Sr i Ramli Ngah Talib［UMNO］

公共事業省

大 臣 Dato Ser i S. Samy Vellu ［MIC］

副大臣 Mohamed Khaled Nordin ［UMNO］

国防省

大 臣 Dato Ser i Haji Mohd Najib Tun

Haji Abdul Razak ［UMNO］

副大臣 Dato Mohd Shafie Haji Apdal

［UMNO］

情報省

大 臣 Tan Sr i Mohd Khalil Yaacob

［UMNO］

副大臣 Datuk Zainuddin Maidin ［UMNO］

国内商業・消費者問題省

大 臣 Tan Sr i Dato Haji Muhyiddin

Mohd Yassin ［UMNO］

副大臣 Dato S. Subramaniam ［MIC］

マレーシア

マハティール内閣閣僚名簿



エネルギー・通信・マルチメディア省

大 臣 Datuk Amar Leo Moggie Anak

Irok ［PBDS］

副大臣 Dato Tan Chai Ho（陳財和）［MCA］

農業省

大 臣 Dato Mohd Effendi Norwawi［PBB］

副大臣 Dato Ser i Mohd Shar iff Omar

［UMNO］

第 次産業省

大 臣 Dato Ser i Dr Lim Keng Yaik

（林敬益）［Gerakan］

副大臣 Datuk Anifah Aman ［UMNO］

保健省

大 臣 Dato Chua Jui Meng（蔡鋭明）

［MCA］

副大臣 Dato Dr Suleiman Mohamed

［UMNO］

住宅・地方政府省

大 臣 Dato Ser i Ong Ka Ting（黄家定）

［MCA］

副大臣 Dato Peter Chin Fah Kui（陳華貴）

［SUPP］

Dato M. Kayveas ［PPP］

文化・芸術・観光省

大 臣 Dato Abdul Kadir Haji Sheikh

Fadzir ［UMNO］

副大臣 Dato Dr Ng Yen Yen（黄燕燕）

［MCA］

人的資源省

大 臣 Dato Dr Fong Chan Onn（馮鎮安）

［MCA］

副大臣 Dr Abdul Latiff Ahmad ［UMNO］

国家統一・社会開発省

大 臣 Dato Dr Siti Zaharah Sulaiman

［UMNO］

副大臣 Dr. Tiki Anak Lafe ［SNAP］

農村開発省

大 臣 Dato Haji Azmi Khalid ［UMNO］

副大臣 Dato G. Palanivel ［MIC］

青年・スポーツ省

大 臣 Dato Hishamuddin Tun Hussein

［UMNO］

副大臣 Dato Ir . Ong Tee Keat（翁詩杰）

［MCA］

土地・協同組合開発省

大 臣 Tan Sr i Datuk Kasitah Gaddam

［UMNO］

副大臣 Dr Tan Kee Kwong（陳記光）

［Gerakan］

科学・技術・環境省

大 臣 Dato Law Hieng Ding（劉賢鎮）

［SUPP］

副大臣 Dato Haji Zainal Dahalan［UMNO］

企業家開発省

大 臣 Dato Ser i Mohamed Nazr i Tan Sr i

Dato Abdul Aziz ［UMNO］

副大臣 Dato Haji Mohd Khalid Haji

Mohd Yunus ［UMNO］

女性・家族開発省

大臣 Dato Shahlizat Abdul Jalil ［UMNO］

年 参考資料

プルリス州 Datuk Ser i Shahidan Kassim

［UMNO］

クダ州 Datuk Syed Razak Syed Zain

［UMNO］

ペナン州 Tan Sr i Dr Koh Tsu Koon

（許子根）［Gerakan］

ペラ州 Datuk Ser i Tajol Rosli Ghazali

［UMNO］

スランゴール州 Datuk Ser i Dr Mohd Khir

Toyo ［UMNO］

州首相名簿



ヌグリスンビラン州 Tan Sr i Mohamed Isa

Abdul Samad ［UMNO］

マラッカ州 Datuk Wira Mohd Ali Rustam

［UMNO］

ジョホール州 Datuk Abdul Ghani Othman

［UMNO］

クランタン州 Datuk Nik Abdul Aziz Nik

Mat ［PAS］

トレンガヌ州 Datuk Ser i Abdul Hadi Awang

［PAS］

パハン州 Datuk Ser i Adnan Yaakob

［UMNO］

サバ州 Datuk Chong Kah Kiat ［LDP］

サラワク州 Tan Sr i Abdul Taib Mahmud

［PBB］

マレーシア

（注）［ ］内は所属政党名。略称は以下のと
おり。UMNO（United Malays National

Organization）統一マレー人国民組織
MCA（Malaysian Chinese Association）マ
レーシア華人協会 MIC（Malaysian Indi
an Congress）マレーシア・インド人会議
Gerakan（Gerakan Rakyat Malaysia）マ

レーシア民政運動党 PPP（People s
Progressive Par ty）人 民 進歩党 PBB
（Par ti Pesaka Bumiputra Bersatu）統一ブ
ミプラ伝統党 PBDS（Par ti Bangsa Day
ak Sarawak）サラワク・ダヤク党 SUPP
（Sarawak United People s Par ty）サラワク
統一人民党 SNAP（Sarawak National
Par ty）サラワク国民党 UPKO（United
Pasokmomogun Kadazandusun Murut
Organization）統一パソモモグン・ガダザ
ンドゥスン・ムルゥト組織 AKAR
（Angkatan Keadilan Rakyat）人民正義党
LDP（Liberal Democratic Par ty）自由民主
党 PAS（Par ti Islam Se Malaysia）全マ
レーシア・イスラーム党。



主要統計主要統計 マレーシア 年マレーシア 年

基礎統計

人 口（ 万人）
労 働 力 人 口（ 人）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）
失 業 率（％）
為替レート（ ドル リンギ）

）

）

）

（注） ）年央推定値。 ） 月末の値。
（出所） Ministry of Finance, Malaysia, ，各年版およびDepar tment of Statistics,

Malaysia, ホームページ（http www statistics gov my）。

支出別国民総生産（名目価格） （単位 万リンギ）
） ） ）

消 費 支 出
政 府
民 間
総 固 定 資 本 形 成
政 府
民 間
在 庫 増 減
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出
財・サービス輸入（ ）
国 内 総 生 産（GDP）
GDP 成 長 率（％）
海 外 純 要 素 所 得
国 民 総 生 産（GNP）
（注） ）暫定値。 ）推定値。
（出所） Bank Negara Malaysia, ， 年 月号，および，Ministry of

Finanse, Malaysia, ， 年版。

産業別国内総生産（実質 年価格） （単位 万リンギ）

農 業 ・ 漁 業 ・ 林 業
鉱 業 ・ 採 石
製 造 業
建 設 業
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道
運 輸 ・ 通 信 ・ 倉 庫
商 業
金 融 ・ 不 動 産
行 政 サ ー ビ ス
そ の 他 サ ー ビ ス
銀 行 帰 属 利 子（ ）
輸 入 税（ ）
国 内 総 生 産
（注） 推定値。
（出所） Bank Negara Malaysia, ， 年 月号， 年 月号，および，

Ministry of Finance, Malaysia, 年版。



マレーシア

国・地域別貿易 （単位 万リンギ）

（出所） Bank Negara Malaysia，ホームページ。

連邦政府財政 （単位 万リンギ）
） ） ）

経 常 収 入
経 常 支 出
経 常 収 支
開 発 支 出
支 出 総 計 ）

総 合 収 支
資 金 調 達 源
純 国 外 借 入
純 国 内 借 入
資 産 の 変 化 ）

（注） ）実績見込み。 ）最新推計。 ）予算。 ）経常支出 直接開発支出 純政府貸付。
） は資産の取り崩しを意味する。

（出所）Ministry of Finance, Malaysia, ，各年版。

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
ア メ リ カ
日 本
韓 国
中 国
香 港
台 湾
シ ン ガ ポ ー ル
タ イ
イ ン ド ネ シ ア
フ ィ リ ピ ン
ブ ル ネ イ
E U
そ の 他
合 計



年 主要統計

国際収支（旧形式） （単位 万リンギ）

貿 易 収 支
輸 出（f.o.b.）
輸 入（f.o.b.）
サービス収支
移 転 収 支
経 常 収 支
長期資本収支
公的長期資本
民間長期資本
基 礎 収 支
民間短期資本 ）

誤 差 脱 漏 ）

総 合 収 支
外 貨 準 備 高
（注） ）金融会社，マーチャントバンク，その他同様の金融機関の在外資産 負債（純）。

） 商業銀行 および その他 のカテゴリーに属さない民間の在外資産 負債を含む。
（出所） Ministry of Finance, Malaysia, 年版， xii ページ，および Bank

Negara Malaysia ホームページ。

国際収支（新形式） （単位 万リンギ）
） ）

貿 易 収 支
輸 出（f.o.b.）
輸 入（f.o.b.）
サー ビ ス 収 支
所 得 収 支
移 転 収 支
経 常 収 支
金 融 収 支
直 接 投 資
ポートフォリオ投資
そ の 他 投 資
誤 差 脱 漏
総 合 収 支
外 貨 準 備 高
（注） ）推定値。 ）予測値。
（出所） Ministry of Finance, Malaysia, ， 年版， xiii ページおよび Bank

Negara Malaysia， ， 年 月号。
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